
地域共生社会の実現に向けた
包括的な支援体制づくり

令和３年11月16日

厚生労働省九州厚生局 地域共生社会推進室



１．新型コロナウイルス感染症への対応
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新型コロナウイルス感染症による通いの場及び高齢者の心身への影響

〇 通いの場の取組は、2020年の緊急事態宣言時（４～５月）には約９割の通いの場が活動を自粛していたが、
11月には約８割が活動を実施。

〇 高齢者の心身の状態は、令和２年度（コロナ影響下）は令和元年度（コロナ前）と比べ、
外出機会の減少（約20％）や「毎日の生活に充実感がない」などうつの項目に該当する者の増加（約５％）
等がみられた。

図１ 通いの場の実施・自粛・廃止率※１
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バスや電車で１人で外出
していますか（はい）

友人の家を訪ねていますか
（はい）

家族や友人の相談にのって
いますか（はい）

この１年間に転んだことが
ありますか（はい）

転倒に対する不安は
大きいですか（はい）

６ヶ月間で２～３kg以上の体重
減少はありましたか（はい）

週に１回以上は外出していますか
（はい）

昨年と比べて外出の回数が
減っていますか（はい）

自分で電話番号を調べて、電話を
かけることをしていますか（はい）

（ここ２週間）毎日の生活に
充実感がない（はい）

（ここ２週間）これまで楽しんでやれていたこ
とが楽しめなくなった（はい）

（ここ２週間）以前は楽にできていたことが今
ではおっくうに感じられる（はい）

図２ 基本チェックリスト該当者割合の変化（75歳以上）※２,３

出典：令和2年度老人保健健康増進等事業「新型コロナウイルス感染症影響下における通いの場を
はじめとする介護予防の取組に関する調査研究事業（日本能率協会総合研究所）報告書 R3.3
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＜調査概要＞
〇調査期間：2020 年12 月11 日（⾦）～2021 年１月15 日（⾦）
〇調査対象：市町村（特別区を含む。）介護予防主管課 （都道府県を通じ配布）
〇回収率等：配布自治体1,741 回収数1,361 回収率78.2％

※１：通いの場の活動状況を実数で把握している市町村の 回答のうち、「不明」数を除外し母数を算出
※２：75歳以上の非要介護認定者の心身の状況を把握している40市町村（R1:約５万人,R2:約4.4万人）

のデータを集計
※３：回答結果を合計し、令和元年度と令和２年度を単純比較（特に有意差がみられた項目を抜粋）



※ 全11事例を周知

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮した介護予防・見守り等の取組の推進

○ 令和３年１月７日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮した介護予防・見守り等の取組の推進につ
いて（再徹底）」において、
・ 新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針で、「外出自粛等の下で、高齢者等がフレイル状態等にならないよう、

コミュニティにおける支援を含め、健康維持・介護サービスの確保」のため、適切な支援を行うとされたこと、
・ 新型コロナウイルス感染症による通いの場の取組状況や高齢者の心身への状況に関する調査で、外出機会の減少等の状況

等がみられたこと
等を踏まえ、感染拡大に配慮した介護予防・見守り等の取組の再徹底を依頼。

○ 令和３年１月29日付け事務連絡「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮した介護予防・見守り等の取組の推進について
（自治体等の取組事例の周知）」において、
・ 新型コロナウイルス感染症対策本部で示された「緊急事態宣言を踏まえた経済支援策の全体像」で、「地域包括支援センター等による一

人
暮らし高齢者への見守りの強化」を図ることとされたこと

等を踏まえ、各自治体等における実際の見守りに関する取組事例や、介護予防と見守りを組み合わせた取組事例を収集し、周知。

＜地域包括支援センター等による見守りに関する取組事例＞ ＜介護予防と見守りを組み合わせた取組事例＞



○ 高齢者が居宅で健康に過ごすための情報や、新型コロナウイルス感染症に配慮して通いの場の取組を実施するため
の留意事項などを整理した、特設WEBサイト（令和２年９月開設）の開設
※ コンテンツの更なる充実を図り、新聞とテレビを活用した広報も実施

○ 都道府県や市町村へポスター・リーフレット・DVD（動画）を配布（令和２年12月）
○ 令和３年度も、引き続き、特設WEBサイト等を活用した広報を実施

主なコンテンツ

＜感染予防や居宅で健康に過ごすためのポイント＞ ＜通いの場再開の留意点
＞

＜ご当地体操マップ＞

介護予防に関する新型コロナウイルス感染症への主な対応（広報）

特設WEBサイト「地域がいきいき 集まろう！通いの場」

https://kayoinoba.mhlw.go.jp

＜通いの場からの便り（事例）＞



介護予防に関する新型コロナウイルス感染症への主な対応（ＩＣＴの活用）

活動履歴※

出席記録※

ゲームのスコア※

歩数※
歩行速度※

お散歩コースと頻度※

オンライン通いの場
アプリ

脳を鍛えるゲーム

チャット会議室
お散歩支援

再生時間※
再生頻度※

体操動画

○ 「オンライン通いの場アプリ」を活用した、高齢者の健康維持や介護予防を推進。
○ 現在、自治体の体操動画やお散歩支援、脳を鍛えるゲーム等を搭載しており、令和３年度中に、
・ オンラインコミュニケーションや通いの場の出欠管理等の機能を追加予定。
・ また、各種機能拡充や民間企業アプリ、KDBとの連携強化を行い、国・自治体においてデータを活用した効果
的な介護予防サービスの展開が可能となる予定。

通いの場での活動管理

【令和３年度中追加予定】

＜令和３年度に拡充予定の機能＞
・ ポイント機能拡充
・ 本人へのフィードバック機能強化
・ 民間企業アプリとの連携強化
・ KDBとの連携強化 等

行きたい場所を設定して、
お散歩ルートを検索・登録

自治体が提供する体
操
動画を検索・閲覧

認知機能を鍛えるため
のゲームを搭載

国・自治体 KDB

通いの場の出欠管
理、イベントお知らせ
機能

オンライン
で情報共
有

「オンライン通いの場アプリ」で

収集・分析したデータを用いて、

効果的な介護予防サービスを展開

（※が収集可能なデータ例）

健康アラート

ポイント機能

健康情報を通知
でお知らせ

アプリを使って
ポイント付与

データの
収集分析

【令和３年度中追加予定】

【令和３年度中追加予定】

実線：運用中

破線：今後追加予定

※ アプリは、厚生労働省の補助により国立研究開発法人
国立長寿医療研究センターが開発（R2.7リリース）

https://kayoinoba.net

ダウンロードはこちら



オンライン等を活用した認知症カフェ企画運営・参加の手引書

○ 新型コロナウイルス感染症拡大予防対策のために、全国各地で認知症カフェの中止が余儀なく
されている状況を踏まえ、「認知症カフェにおける新型コロナウイルスの影響と緊急事態宣言等の
状況下における運営のあり方に関する調査研究事業」を実施。
※ 令和２年度老人保健健康増進等事業。実施団体は社会福祉法人東北福祉会認知症介護研究・研修仙台センター。

○ 感染対策をしながら、お手紙・戸別訪問・オンライン等を活用した代替的な方法で認知症カフェを
効果的に継続するための手引書を２冊作成。自治体等へ発出。

【運営者向けの手引書】 【参加者（本人・家族）向けの手引書】

◆掲載先（厚労省ホームページ） https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000167800.html 6
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介護予防に関する新型コロナウイルス感染症への主な対応について

○ 令和２年３月27日付事務連絡
「新型コロナウイルス感染症の拡大防止と介護予防の取組の推進について（その２）」

高齢者が居宅において健康を維持するための留意事項を周知

高齢者が居宅において健康を維持するための留意事項

○ 運動のポイント
「動かない」（生活が不活発な）状態が続くことにより、心身の機能が低下して「動けなくなる」ことが懸念

されます。また、転倒などを予防するためにも、日頃からの運動が大切です。

・ 人混みを避けて、一人や限られた人数で散歩する。
・ 家の中や庭などでできる運動（ラジオ体操、自治体のオリジナル体操、スクワット等）を行う。
・ 家事（庭いじりや片付け、立位を保持した調理等）や農作業等で身体を動かす。
・ 座っている時間を減らし、足踏みをするなど身体を動かす。

○ 食生活・口腔ケアのポイント
低栄養を予防し、免疫力を低下させないために、しっかり栄養をとることやお口の健康を保つことが大切です。

・ ３食欠かさずバランスよく食べて、規則正しい生活を心がける。
・ 毎食後、寝る前に歯磨きをする。
・ しっかり噛んで食べる、一人で歌の練習をする、早口言葉を言うなど、お口周りの筋肉を保つ。

○ 人との交流のポイント
孤独を防ぎ、心身の健康を保つために、人との交流や助け合いが大切です。

・ 家族や友人と電話で話す。
・ 家族や友人と手紙やメール、SNS等を活用し交流する。
・ 買い物や移動など困ったときに助けを呼べる相手を考えておく。



２．新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に
配慮した介護予防・見守り等の取組事例

※令和3年1月29日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症の感染
拡大防止に配慮した介護予防・見守り等の取組の推進について
（自治体等の取組事例の周知）」を元に再編
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コロナ禍でもつながる



9

コロナ禍

前
コロナ禍

中
コロナ禍

後

・自助・互助（地域力）の確認

・共助・公助（関係機関との連携等）の確認

・自助・互助（地域力）の維持・向上
のきっかけ

・共助・公助（関係機関との連携等）
の維持・向上のきっかけ

コロナに負けない
地域包括ケアの取組

新型コロナウイルス感染症の対策を講じた
地域包括ケアの取組について

感染症拡大防止に配慮した
地域包括ケアの取組

・通いの場等の再開支援
・ハイリスク者の把握、対応 等

地域包括ケアの取組

これまでの取組の振り返り コロナに負けない地域づくり



取組事例 取組概要 効果（例）

■ 関係機関等との連携強化につながった事例

Ａ 三重県玉城町の取組
【地域包括支援センターと民生委員等が
連携した見守り】

民生委員が、有志の住民による手作りマスク、消費者被害防止に関するチラシ等を配布しながら、
一人暮らし高齢者宅を訪問して生活状況を把握。
※普段つながっていない高齢者の生活状況を把握することができ、その後の見守りにも役立っている。

民生委員との連携
強化～見守り体制
構築

Ｂ 栃木県さくら市の取組
【生活支援コーディネーター等による電話での
見守り】

生活支援コーディネーター（ＳＣ）と認知症地域支援推進員が、一人暮らし高齢者宅等に電話し、
健康状態、食事、買い物、誰かと話す機会があるか等の生活状況を把握し、必要に応じて配食サービスや
自宅でできる体操等の情報を提供。

ＳＣ、認知症地域
支援推進員と連携
強化

Ｃ 愛知県一宮市の取組
【民間事業者との見守り協定の締結】

・民生委員と連携した見守り活動のほか、13の民間事業者と「高齢者の見守り活動に関する協定」を締結。
・本協定に基づき、民間事業者が活動中に高齢者の異変を察知した場合は、市や地域包括支援センターに
連絡し、必要な対応につなげる。

民生委員、民間事
業者との連携強化

Ｄ 和歌山県紀の川市の取組
【民間事業者と連携し、感染防止に配慮して
取り組む集いと買い物支援】

令和2年6月に、新たに移動スーパーを立ち上げた観光バス会社と包括連携協定を締結し、
９月からお楽しみ要素（カフェ）と生活支援（買い物）をセットにした移動カフェを開始。

民間事業者との連
携強化～新たな展
開

■ 地域包括支援センターの認知度向上につながった事例

Ｅ 山形県新庄市の取組
【地域包括支援センターによる見守り】

市と地域包括支援センター職員が、困りごと相談窓口や介護予防に関するチラシ、
地域包括支援センターの案内を配布しながら、一人暮らし高齢者宅を訪問して生活状況を把握。

地域包括支援セン
ターの認知度ＵＰ

Ｆ 東京都豊島区の取組
【往復はがきを活用した見守り】

75歳以上の全高齢者に往復はがきを送付し、新型コロナウイルス感染症の注意喚起にあわせて、
生活の困りごと等を記載して返信するよう呼びかけ。

地域保活支援セン
ターの認知度ＵＰ

■ オンライン、その他媒体の活用事例

Ｇ 大阪府大阪市（毛馬コーポゆうゆうクラブ）の取組
【学び合い助け合う長屋型大規模マンション
オンラインを活用したつながりの継続】

「ゆうゆうクラブ」は、築40年以上となり高齢化率が高く、一人暮らし世帯も多いマンションで、住民そ
れぞれが抱える今後の生活や介護、医療への不安等を解決するために、住民数名で活動を立ち上げ。新型
コロナウイルス感染症の影響を受けて、「Zoom勉強会」や「Zoomコロナ質問会」、「Zoomお茶会」
等、オンラインを活用した取組にも挑戦。

オンラインの活用

Ｈ 東京都文京区（とらいあんぐるタイム）の取組
【「オンサイト（会場）×オンライン（ネット）」
ハイブリッド型通いの場】

公共施設を借りて、web会議システムを利用したビデオ通話、電話（音声のみ）と会場参加を組み合わせ
たハイブリッド型通いの場を開催。週に１回、自宅からのオンライン参加も含め15名程度が、感染防止対
策を取った上で、貯筋運動やストレッチング、脳トレを行うとともに、おしゃべりなど交流も楽しんでい
る。

オンラインの活用

Ｉ 沖縄県宮古島市の取組
【官民連携によるアプリを活用した
健康プロジェクト】

官民が連携し、居宅での体操や食事管理などができるスマートフォンアプリを活用した高齢者の健康増進
を支援。

オンラインの活用、
民間事業者との連
携強化

Ｊ 埼玉県ときがわ町の取組
【交流と体操を組み合わせた
やすらぎビデオレター】

保健師がやすらぎの場参加者宅に訪問し、感染症対策で取り組んでいることや、自宅で実践している運動
などテーマを決めて1分程度話してもらい、やすらぎの場参加者のビデオメッセージを作成。
※「みんなの顔が見たい、寂しい」、「なかなかやる気にならない」との声を受け対応

ビデオメッセージ
の活用

Ｋ 群馬県玉村町の取組
【オリジナル体操を地域の状況に応じた
タイミングと方法で周知】

高齢者には動画配信よりラジオ放送の方が身近であると考え、地元ラジオ局の協力を得て、平日１時間
（月～金、９時～10時）の筋トレ等を行う番組を放送し、住民には地元新聞や広報及び回覧板等にて周知。
※ラジオを活用することで、規則正しい生活の維持、同じ時間に仲間と体操できている一体感も生まれる。

ラジオの活用

10

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮した介護予防・見守り等の取組事例























Ｋ 群馬県玉村町の取組 【オリジナル体操を地域の状況に応じたタイミングと方法で周知】
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１ 取組概要
○ 令和２年３月、新型コロナウイルス感染症の流行により、公民館で開催していた通いの場の活動ができなくなり、高齢者には動画
配信よりラジオ放送の方が身近であると考え、地元ラジオ局の協力を得て、平日１時間（月～金、９時～10時）の筋トレ等を行う番
組を放送し、住民には地元新聞や広報及び回覧板等にて周知。

○ 令和２年４月～５月、屋外でも簡単にできる「ぐんまの風」体操と歌詞を町職員が考案し、楽曲は地元シンガーソングライターに
無償で提供してもらった。６月には動画を町のホームページ等で公開し、地元ラジオ局でも放送。

○ 令和２年１０月より、町と委託地域包括支援センターと健康サポーターが協力し、感染防止対策を取った上で、公園等の屋外で定
期的に「ぐんまの風」体操とラジオ体操等を行うものを「あおぞら体操」と称し、実施するとともに、住民に体操を紹介するチラシ
等を配布。

○ ラジオ放送は高齢者からの評判も良く、今後は体操とあわせて、食事やお口の健康に関する情報なども紹介していく予定。

２ 実施者
○ 町、地域包括支援センター、健康サポーター

３ 対象者
○ 住民

４ 取組による効果
○ 屋外での取組が可能となった時点で、健康サポーターが体操を教えたり、定期的な実施や徹底した周知を行ったことで、再度、外
出自粛となっても、自宅で「ぐんまの風」体操等を行ってもらえている。

○ ラジオを活用することで、規則正しい生活の一助となるとともに、同じ時間に仲間と体操を行っている一体感もうまれる。

【取組の様子】

※令和3年1月29日付事務連絡「新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に配慮した介護予防・見守り等の取組の推進について（自治体等の取組事例の周知）」を一部改変



3．地域包括ケアの推進に係る国の施策動向
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他施策とつながる



○地域住民が抱える課題が複雑化・複合化（※）する中、従来の支援体制では課題がある。
▼属性別の支援体制では、複合課題や狭間のニーズへの対応が困難。

▼属性を超えた相談窓口の設置等の動きがあるが、各制度の国庫補助金等の目的外流用を避けるための経費按分に係る事務負担が大きい。
○このため、属性を問わない包括的な支援体制の構築を、市町村が、創意工夫をもって円滑に実施できる仕組みとすることが必要。

地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の重層的な支援体制の構築の支援

※Ⅰ～Ⅲの３つの支援を一体的に取り組むことで、相互作用が生じ支援の効果が高まる。
（ア）狭間のニーズにも対応し、相談者が適切な支援につながりやすくなることで、相談支援が効果的に機能する
（イ）地域づくりが進み、地域で人と人とのつながりができることで、課題を抱える住民に対する気づきが生まれ、相談支援へ早期につながる
（ウ）災害時の円滑な対応にもつながる

○市町村において、既存の相談支援等の取組を活かしつつ、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を
構築するため、Ⅰ相談支援、Ⅱ参加支援、Ⅲ地域づくりに向けた支援を一体的に実施する事業を創設する。

○新たな事業は実施を希望する市町村の手あげに基づく任意事業。ただし、事業実施の際には、Ⅰ～Ⅲの支援は必須
○新たな事業を実施する市町村に対して、相談・地域づくり関連事業に係る補助等について一体的に執行できるよう、交付金を交付する。

社会福祉法に基づく新たな事業（「重層的支援体制整備事業」）の創設

（※）一つの世帯に複数の課題が存在している状態（8050世帯や、介護と
育児のダブルケアなど）、世帯全体が孤立している状態（ごみ屋敷など）

○ 各支援機関・拠点が、属性を超えた支援を
円滑に行うことを可能とするため、国の財政支
援に関し、高齢、障害、子ども、生活困窮の各
制度の関連事業について、一体的な執行を行
う。

現行の仕組み

高齢分野の
相談・地域づくり

障害分野の
相談・地域づくり

子ども分野の
相談・地域づくり

生活困窮分野の
相談・地域づくり

重層的支援体制

属性・世代を
問わない

相談・地域づく
りの実施体制

相談支援・地域づくり事業の一体的実施
新たな事業の全体像

（参考）モデル事業実施自治体数 H28年度:26  H29年度:85   H30年度:151  R元年度:208

⇒新たな参加の場が生ま
れ、地域の活動が活性化

住民同士の顔の見える関係性の育成支援

Ⅲ 地域づくりに向けた支援

・世代や属性を超えて交流できる場や居場所の確保
・多分野のプラットフォーム形成など、交流・参加・学びの機会のコーディネート

Ⅰ～Ⅲを通じ、
・継続的な伴走支援
・多機関協働による
支援を実施

包括的な
相談支援の体制

Ⅰ 相談支援

・属性や世代を問わない相談の受け止め
・多機関の協働をコーディネート
・アウトリーチも実施

就労支援

Ⅱ 参加支援

・既存の取組で対応できる場合は、既存の取組を活用
・既存の取組では対応できない狭間のニーズにも対応
（既存の地域資源の活用方法の拡充）

生活困窮者の就労体験に、経済的な困窮状態にない
ひきこもり状態の者を受け入れる 等

見守り等居住支援（狭間のニーズへの
対応の具体例）
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④ 認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の
人への支援・社会参加支援

⑤ 研究開発・産業促進・国際展開

③ 医療・ケア・介護サービス・介護者への支援

【基本的考え方】
認知症の発症を遅らせ、認知症になっても希望を持って日常生活を過ごせる社会を目指し認知

症の人や家族の視点を重視しながら｢共生｣と｢予防｣※を車の両輪として施策を推進

① 普及啓発・本人発信支援

② 予防

※1 「共生」とは、認知症の人が、尊厳と希望を持って認知症とともに生きる、また、認知症があってもなくても同じ社会でともに生きるという意味
※2  「予防」とは、「認知症にならない」という意味ではなく、「認知症になるのを遅らせる」「認知症になっても進行を緩やかにする」という意味

・企業・職域での認知症サポーター養成の推進
・「認知症とともに生きる希望宣言」の展開 等

・高齢者等が身近で通える場「通いの場」の拡充
・エビデンスの収集・普及 等

・早期発見・早期対応の体制の質の向上、連携強化
・家族教室や家族同士のピア活動等の推進 等

・認知症になっても利用しやすい生活環境づくり
・企業認証・表彰の仕組みの検討
・社会参加活動等の推進 等

・薬剤治験に即応できるコホートの構築 等

具体的な施策の５つの柱

○ 認知症は誰もがなりうるものであり、家族や身
近な人が認知症になることなども含め、多くの人
にとって身近なものとなっている。

○ 生活上の困難が生じた場合でも、重症化を予防
しつつ、周囲や地域の理解と協力の下、本人が希
望を持って前を向き、力を活かしていくことで極
力それを減らし、住み慣れた地域の中で尊厳が守
られ、自分らしく暮らし続けることができる社会
を目指す。

○ 運動不足の改善、糖尿病や高血圧症等の生活習
慣病の予防、社会参加による社会的孤立の解消や
役割の保持等が、認知症の発症を遅らせることが
できる可能性が示唆されていることを踏まえ、予
防に関するエビデンスを収集・普及し、正しい理
解に基づき、予防を含めた認知症への「備え」と
しての取組を促す。結果として70歳代での発症
を10年間で1歳遅らせることを目指す。また、認
知症の発症や進行の仕組みの解明や予防法・診断
法・治療法等の研究開発を進める。

コンセプト

認知症施策推進大綱（概要）（令和元年６月１８日認知症施策推進関係閣僚会議決定）

認
知
症
の
人
や
家
族
の
視
点
の
重
視



＜通いの場などの介護予防の捉え方＞
 高齢者が関心等に応じ参加できるよう、介護保険による財政的支援を行っているものに限らず幅広い取組が通いの場に含ま

れることを明確化。取組を類型化し、事例集等を作成。自治体や関係者に周知。
 役割がある形での社会参加も重要であり、ボランティア活動へのポイント付与や有償ボランティアの推進に加え、就労的活動の

普及促進に向けた支援を強化。
 ポイント付与を進めるためのマニュアルの作成等を実施。

（１）地域支援事業の他事業との連携方策や効果的な実施方策、在り方

＜連携の必要性が高い事業＞
地域支援事業の他の事業（※）との連携を進めていくことが重
要。

→ 実態把握を進めるとともに、市町村において連携した取組が進む
よう、取組事例の周知等を実施

※ 介護予防・自立支援のための地域ケア会議、短期集中予防サー
ビス（サービスC）、生活支援体制整備事業

＜現行制度の見直し＞
一般介護予防事業を含む総合事業の実施しやすさや利用者
のサービス利用の継続性に配慮していくことが必要。

→ ・ 総合事業の対象者の弾力化
・ 総合事業のサービスの価格の上限を定める仕組みの見直し
・ 介護予防の取組を積極的に行う際の総合事業の上限額の弾力化
等の総合事業の在り方については、本検討会での議論を踏まえ、
引き続き介護保険部会等で検討

「一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会」取りまとめ（概要） 令和元年12月13日公表

【ポイント】
 通いの場の取組を始めとする一般介護予防事業は、住民主体を基本としつつ、効果的な専門職の関与も得ながら、従来の介護

保険の担当部局の取組にとどまらず多様な関係者や事業等と連携し、充実を図ることが必要。
 また、こうした取組をより効果的・効率的に行うためには、PDCAサイクルに沿った推進が重要であり、市町村・都道府県・国がそれぞ

れの役割を最大限に果たすべき。

一般介護予防事業等に今後求められる機能を実現するための具体的方策等
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地域住民の参加

高齢者の社会参加生活支援・介護予防サービス

生活支援の担い手
としての社会参加

○現役時代の能力を活かした活動
○興味関心がある活動
○新たにチャレンジする活動

・一般就労、起業
・趣味活動
・健康づくり活動、地域活動
・介護、福祉以外の
ボランティア活動 等

○ニーズに合った多様なサービス種別
○住民主体、NPO、民間企業等多様な

主体によるサービス提供

・地域サロンの開催
・見守り、安否確認
・外出支援
・買い物、調理、掃除などの家事支援
・介護者支援 等

バックアップ

都道府県等による後方支援体制の充実

市町村を核とした支援体制の充実・強化

○ 単身世帯等が増加し、支援を必要とする軽度の高齢者が増加する中、生活支援の必要性が増加。
ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、協同組合等の多様な主体が生活支援・介護予防サービスを提供することが必要。

○ 高齢者の介護予防が求められているが、社会参加・社会的役割を持つことが生きがいや介護予防につながる。

○ 多様な生活支援・介護予防サービスが利用できるような地域づくりを市町村が支援することについて、
制度的な位置づけの強化を図る。

※具体的には、生活支援・介護予防サービスの充実に向けて、ボランティア等の生活支援の担い手の養成・発掘等の地域資源の開発やそのネットワーク化
などを行う「生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」の配置などについて、介護保険法の地域支援事業に位置づける。

バックアップ

介護予防・日常生活支援総合事業の推進
～生活支援・介護予防サービスの充実と高齢者の社会参加～
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在宅医療・介護
連携推進事業

生活支援
体制整備事業

戦略
の
立案

認知症総合支援事業

介護予防・日常生活支援総合事業

認知症初期

集中支援チーム

認知症カフェ

認知症サポーター

協議体などによる

生活支援サービス開発

一般介護予防事業（体操教室など）

住民主体の活動支援（B型）

短期集中型

サービス（C型）

在
宅
医
療
介
護
連
携

相
談
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

生
活
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

入退院支援／

日常の療養支援

／緊急時の対応

／看取り

認知症地域支援推進員

A型サービス

資料）三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社「域支援事業の連動性を確保するための調査研究事業報告書」
（平成30年度 老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業）を一部改編

地域支援事業内での連動
～関連のある事業同士をつなげる～

関連のある事業 28



これからの
地域づくり戦略

集い・互い・知恵を出し合い

３部作 1.1版



地域づくりは、とても重要な、古くて新しいテーマです。

地域づくりの考えが土台になければ、例えば介護保険制度も、保険料を集めて給付をすればそれでよしとい
うことになりかねず、暮らしや生活を支える（＝福祉の増進を図る）という本来の目的を忘れてしまうおそれが
あります。

他方、地域づくりの現状は、自治体によって大きな差があると感じます。積極的に取り組んでいる自治体の
方々と意見交換をして、どうすれば他の自治体にも広げることができるのか、私たちなりに考えてみました。
その結果が、この冊子です。

不十分な所が多々あると思いますが、活用しながら進化させればよいと考え、まずは形にしました。今後、多
くの方々の意見を聴く中で修正し、何度も版を改めていきたいと考えています。

地域づくりは、法令や制度よりも実践が重要です。この冊子が首長をはじめ自治体の皆さま等とのコミュニ
ケーション・ツールとして活用され、お互いの認識や思いが合わさり、そうして全国各地にいい取組が広がるこ
とを願います。

平成31年3月19日 厚生労働省老健局

はじめに

はじめに



さまざまな「通いの場」と互助への発展

「軽い体操」は地域に応じていろいろ

■ いきいき百歳体操 (高知市)

■ シルバーリハビリ体操 (茨城県)

■ 元気でまっせ体操 (大阪府大東市)

■ ころばん体操 (荒川区)

■ KOTO活き粋体操 (江東区)

■ ひろばde体操 (吹田市)

■ いきいき公園体操 (大田区)

etc・・・

外で実施

外で実施

暮らしのサポートセンターサンクス

(福岡県福津市)

多世代交流 困りごと手助け

１－７

高齢者の助け合いの拠点。

イベントを通じた子どもたちとの交流。

持ち込みOKのBar(じっちゃん婆(Bar))を開催。

商業施設での介護予防教室＋買い物支援

＋送迎サービス。地域団体、介護事業所、社会

福祉法人、企業が協働して運営。

幸せます健康くらぶ

(山口県防府市)

人々が集まる通いの場は互助の基盤ともなる。



生活支援コーディネーター（ＳＣ）は、市町村が定める活動区域ごとに、関係者のネットワークや既存の取組・
組織等も活用しながら、資源開発、関係者のネットワーク化、地域の支援ニーズとサービス提供主体のマッチン
グ等のコーディネート業務を実施することにより、地域における生活支援・介護予防サービスの提供体制の整備
に向けた取組を推進する。SC協議体は、関係者の意識共有や情報交換により、ＳＣの組織的な補完等を行う。

互助を見つける・育む｜①生活支援コーディネーター(SC)・SC協議体

ＳＣの役割

■ 資源開発

■ ネットワーク構築

■ ニーズと活動のマッチング

ＳＣの資格・要件

■ 特定の資格要件はなし

■ 地域における助け合い等の

提供実績がある者、市民活動

への理解がある者等がよい

中間支援
組織

社協

NPO 地縁組織 民間企業 ボラン
ティア団

体

包括

市町村

NPO 包括

地区
社協

意欲ある
住民

市町村圏域の
コーディネーター

中学校区等の
コーディネーター

SC協議体

SC協議体

第1層 市町村全域

NPO 包括

地区
社協

意欲ある
住民

SC協議体

第2層 中学校区等

ＳＣ協議体の役割

■ ＳＣの組織的な補完

■ 関係者の意識共有、情報交換 等

２－10



交付金化

第１ステージ

2009年～

住民アンケートの実施

各地域にて策定委員会を組織

2012年３月

地域ビジョン発表会

2013年

市総合計画後期基本計画（別

刷）に位置づけ

2016年

市総合計画第３章に位置づけ

総会（議決機関）

理事会（執行機関）

コミュニティ部会
（自治会長会）

専門部会
（実践機関）

市民センター

２－17

区や自治会を「地域づくり組織」に整理。敬老行事、婦人会、資源ゴミ回収、防犯等、施策別であった既存
の地域向けの補助金を整理し、市から「地域づくり組織」に対し、使途自由な一括交付金として交付。
地域づくり組織毎に「地域ビジョン」を作成し、住民主体の「自ら考え、自ら行う」まちづくりが活性化。

組織見直し
第２ステージ

ゆめづくり地域交付金の概要

１. 地域づくり組織に活動支援と

して交付。

２. 使途自由で補助率や事業の限

定がない交付金。

３. 住民合意でまちづくり事業を

実施し、交付金を活用。

４. ハード・ソフトは問わない。

ただし、宗教活動、政治活動に

使用してはならない。

2003年度実績： 5,000万円

2018年度実績： 1億600万円

地域課題解決の
企画実施担当

地域ビジョンの策定

第３ステージ

市民センター化

第４ステージ

2016年４月～

市民センター化

2018年５月～

市民センター別館で地域づ

くり組織によるレストラン

営業開始

※カフェの設置や物品の販

売が可能に

2003年３月に「名張市ゆめ
づくり地域交付金の交付に
関する条例」を制定。

区長制度を廃止し、区・自治
会である「基礎的コミュニ
ティ」と、それを包含する小
学校区を単位とする「地域づ
くり組織」に整理。

15地域が個性ある将来のまち
づくりのための基本方針、将
来像、それに基づく実行計画
を策定。

地域づくり組織に指定管理委
託している公民館を市民セン
ター化し、地域づくり活動、
生涯学習活動・地域福祉活動
の拠点としてスタート。

例：一般社団法人格をもつ
地域づくり組織の組織図

互助の基盤をつくる｜①三重県名張市 ―住民自治の基盤づくり―



なぜ「地域ケア会議」がうまくいかないのか

会議の目的、
目指すものが
共有されていない

個別ケースの検討に
終始し、地域の課題の
把握、その後の取組に
つながっていない

会議の回数が少なく
経験が蓄積されて
いない

３－５



どうすれば変えていけるのか

１
「その人にとっての普通の生活を取り戻すために、なにができるか」
を会議の目的にする

２ 市町村が主体的に開催し、先行事例などを参考にまずはやってみる、
回を重ねる

３

様々な専門職の知恵を借りるとともに、介護保険などの制度による
サービスに限らず、生活の支えとなるものを広く活用

※少なくともその姿勢をもつ
４ 対応が抜けている施策は、市町村が制度化

※生活支援コーディネーターの知恵も活かす
（生活支援コーディネーターは、SC協議体などで得た地域の知恵を、会議の場でフル活用）
※制度外のサービスをできるだけたくさんみつけ、掘り起こしておくことも重要

※軽度の方から始めてみるのも一つのやり方
※潜在的ニーズを把握する工夫も重要

３－６



むすび：これからの地域づくり戦略

今後、高齢化が進むとともに、人手不足の時代が続きます。

そのような中、介護保険も、保険給付頼りではなく、本人の力や住民相互の力も引き出して、介護

予防や日常生活支援を進めていくことをもう一つの柱にしていくことが必要となると考えられます。

このことは、高齢介護福祉政策にとどまらない、「地域づくり」を進めることとほぼ同義であり、

基礎的自治体である市町村にとって、自治体の存立に関わる根源的な役割といえます。

しかし、そこでの自治体の立場は住民に依存されるだけの存在ではなく、むしろ「地域の課題は地

域で解決する」との気持ちを持つ住民こそが主体であり、それを応援する立場ではないでしょうか。

こうした意識や認識を変えていくことも必要かもしれません。

地域の住民が主体的に進める予防や支え合いの取組は、多様なかたちをとりつつ、相互に関連し合

いながら、さらに充実していくことが期待されます。

厚生労働省では、市町村の皆さまとしっかり議論しながら、できる限りの支援を行っていきます。

対応が必要なものは、国として制度化もしていきます。

各市町村におかれては、積極的な介護予防・日常生活支援の取組、すなわち地域づくりの取組をお

願いします。また、各都道府県におかれては、地域の実情に応じた市町村への支援をお願いします。

むすび－１



地域づくりの基盤づくり

１ 「向く」人材の配置

■ 地域づくりの主導は、外部の法人への委託ではなく、市町村自らが行う

■ 担当課長や係長に、地域づくりに「向く人」を「長く」置く（成果の評価も長い目で行う）

■ 人間関係づくりを厭わず、行動力のある人、人の話をよく聞く人が向く

■ 役所の中の担当部署だけで完結させず、まちづくり部門や住民部門、商工部門なども広く関わりを持

たせる（トップが関わるのも手）

２ 地域の自主性・自律性

■地域のことはまずは地域で解決するという地域の自主性・自律性の認識を持ってもらう

■ その上で、自治会、町内会、老人クラブ、地区社協、PTAなどの地域組織との信頼関係・協力関係を

築く

■ 自治会、町内会を残しつつ、それとは別に地域づくりの地区住民組織を創設することも一考に値する

■ 場所の提供などに関しては、各種民間団体や民間企業の協力も得る

■「生活支援コーディネーター」を各中学校区に１人配置できる事業も活用する

３ 医療・介護の専門職や専門職団体との協力関係

■ 地域の医療・介護の専門職や専門職団体と良好な関係を築く

■ 地域課題全般について一緒に考え、答えを見つけていくようにする

むすび－２



最後に

• 地域づくりはみんなで一緒に進めていくもの
だと思います。生活支援コーディネーターの
業務の全面的な支援をお願いします。

→ＳＣさん一人で遅くまで残業してませんか？

• 地域づくりは福祉の施策にとどまるものでは
ありません。福祉以外の関係者をいかに巻き
込んでいくかが重要だと思います。

→様々な施策との融合、妥協が必要
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